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　社会福祉法人は、平成12年の社会福祉基礎構造改革以降、利用者の多様なニーズに対応できるサービスを行うとともに、
地域が求める多様な公益的な活動に積極的に取り組んでいくことが求められています。
　このため、事業ごとではなく、法人単位の経営の視点がますます重要となっています。

　しかし、この間社会福祉法人の透明性をめぐっては、さまざまな指摘がなされてきました。
　これまでも、各法人ではインターネット等による自主的な情報公開を進めてきましたが、社会福祉法人・福祉施設に対
する厳しい意見や指摘が相次いでいる昨今、我々社会福祉法人は、自らの事業や公益的な活動等の情報を積極的に社会に
発信し、社会や地域の人びとからの理解と信頼を高めていく取り組みをすすめていかなければなりません。

　このような状況の中、厚生労働省は５月29日付で「「社会福祉法人の認可について」の一部改正について」を都道府県
等に通知し、法人の経営情報の公表及び所轄庁への提出手続の取扱いを見直しました。

　各社会福祉法人・福祉施設での積極的かつ正確なご対応をお願いいたします。

○医療・介護サービスの高度化
・質の高い介護サービス等を安定的に供給するため、社会福祉法人の財務諸表の公表推進によ
り透明性を高めるとともに、法人規模拡大の推進等の経営を高度化するための仕組みの構築
や、地域医療介護連携のための医療情報連携ネットワークの普及・展開、介護・医療関連情報
の「見える化」を実施する。

○社会福祉法人の経営情報の公開
・全ての社会福祉法人について、平成25年度分以降の財務諸表の公表を行う。公表がより効果
的に行われるための具体的な方策について検討し、結論を得る。【平成25年中に結論を得て、
平成26年度当初から措置】

・平成24年度の財務諸表について公表を行うよう、社会福祉法人に周知指導し、それによる社会
福祉法人の取組の状況について調査し、規制改革会議に報告する。【平成25年９月までに措置】
・所轄庁に対しても、所管する社会福祉法人の平成24年度の財務諸表について、所轄庁等のホ
ームページ等で公表を行うよう協力を要請し、それによる所轄庁の取組の状況について調査
し、規制改革会議に報告する。【平成25年９月までに措置】

規制改革実施計画　閣議決定（平成25年６月14日）

日本再興戦略（成長戦略）閣議決定（平成25年６月14日）

社会福祉法人の「経営情報」の
公開が義務化されました

通知「「社会福祉法人の認可について」の一部改正について」

全社協　社会福祉施設協議会連絡会

社会福祉法人の透明性に関する主な指摘
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　　　　都道府県知事
各　　　指定都市市長　宛
　　　　中核市市長

▶通知のポイント
● 経営情報（現況報告書等）の所轄庁への提出手続の取扱い
● 経営情報のインターネットを活用した公表（義務化）

▶主な改正内容等
１．現況報告書の様式改正
　　これまでは、様式例であったものを内容を見直した上で統一的な報告様式として規定した。

２．現況報告書の所轄庁への提出手続
（１）　現況報告書は、エクセル形式による電子ファイルで、

① 電子メールによる送信

② 電子記録媒体の郵送

　　等の方法により提出を求める。

（２）　現況報告書の添付書類である貸借対照表、収支計算書（資金収支計算書、事業活動計
　　算書）についても、所轄庁へエクセル形式による電子ファイルで提出を求める。
　　※平成26年度提出分（平成25年度決算）に限り経過措置あり。

３．現況報告書等の公表
（１）　法人は、現況報告書並びに添付書類である貸借対照表、収支計算書（資金収支計算書、
　　事業活動計算書）をインターネットを活用して公表しなければならない。
　　⇒　エクセル形式又はPDF形式による電子ファイルで公表すること

（２）　所轄庁は、所管する法人のうち、ホームページが存在しないことにより公表が困難な
　　�法人等が存在する場合には、所轄庁のホームページにおいて当該法人の現況報告書等を

公表すること。

▶施 行 日
平成26年４月１日

▶そ の 他
　厚生労働省は、社会福祉法人制度の見直しの検討に当たり、当分の間、法人が所轄庁に対して
提出した現況報告書等について収集・分析を行うこととしている。

「社会福祉法人の認可について」の一部改正について
（平成26年５月29日）

厚生労働省
　雇用均等・児童家庭局長
　社会・援護局長
　老健局長
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１．新しい「現況報告書」様式の確認と作成

○　各所轄庁からエクセル形式の電子ファイルで新様式を受領する。
　　（「社会福祉法人の認可について」（通知）　別紙１　社会福祉法人審査基準
　　別記第３　社会福祉法人現況報告書様式）
○　「記載要領」に基づいて入力、現況報告書を作成する。
○　作成時の留意事項等は別掲のとおり。

２．添付書類の確認

▶ 原則的な取扱い

適用する会計基準 提出書類 提出方法

① 新会計基準
貸借対照表
資金収支計算書
事業活動計算書　　※１ エクセル形式による

電子ファイルで提出
② 新会計基準以外

法人が適用する会計基準に
基づいて作成した
上記に相当する書類　　※２

▶ 平成26年度提出分（平成25年度決算）に限り認められる取扱い

適用する会計基準 提出書類 会計システム 提出方法

③
新会計基準

新会計基準に基づき
作成した
貸借対照表
資金収支計算書
事業活動計算書
※１

左記の書類をエクセル形式で
提出することが可能

エクセル形式による
電子ファイルで提出

（上記、原則的な取扱い）

④
左記の書類をPDF形式による
電子ファイル又は書面での
提出のみが可能

PDF形式による電子
ファイル又は書面で提出

⑤ 新会計基準以外の
会計基準

適用する会計基準
に基づき作成した
上記に相当する書類
※２

左記の書類をPDF形式による
電子ファイル又は書面での
提出のみが可能

★	使用している会計システムでエクセル形式の貸借対照表等が作成できる場合
⇒　エクセル形式による電子ファイルで提出

★	使用している会計システムでエクセル形式の貸借対照表等が作成できない場合
⇒　PDF形式による電子ファイル又は書面で提出

※１　５ページ　２．添付書類と公表様式の範囲について（違い）参照

※２　６ページ　（参考）参照

所轄庁への提出手続確認フロー



第3号の1様式

（単位：円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年 前年 当年 前年

度末 度末 度末 度末

流動資産 流動負債
現金預金 短期運営資金借入金
有価証券 事業未払金
事業未収金 その他の未払金
未収金 支払手形
未収補助金 役員等短期借入金

未収収益 １年以内返済予定設備資金借入金

受取手形 １年以内返済予定長期運営資金借入金

貯蔵品 １年以内返済予定リース債務

医薬品 １年以内返済予定役員等長期借入金

診療・療養費等材料
1年以内支払予定長期未払金

給食用材料 未払費用

商品・製品 預り金

仕掛品 職員預り金

原材料 前受金

立替金 前受収益
前払金 仮受金

前払費用 賞与引当金
１年以内回収予定長期貸付金 その他の流動負債

短期貸付金
仮払金
その他の流動資産

徴収不能引当金

固定資産 固定負債
 基本財産 設備資金借入金

土地 長期運営資金借入金
建物 リース債務
定期預金 役員等長期借入金
投資有価証券 退職給付引当金

長期未払金
 その他の固定資産 長期預り金

土地 その他の固定負債
建物
構築物
機械及び装置 負債の部合計
車輌運搬具 純　　資　　産　　の　　部
器具及び備品 基本金
建設仮勘定 国庫補助金等特別積立金
有形リース資産 その他の積立金
権利 　○○積立金

ソフトウェア 次期繰越活動増減差額

無形リース資産 （うち当期活動増減差額）
投資有価証券
長期貸付金
退職給付引当資産
長期預り金積立資産
○○積立資産
差入保証金
長期前払費用
その他の固定資産

純資産の部合計
資産の部合計 負債及び純資産の部合計

増減増減

平成　年　月　日現在

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
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（単位：円）
当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

介護保険事業収益
老人福祉事業収益
児童福祉事業収益
保育事業収益
就労支援事業収益
障害福祉サービス等事業収益
生活保護事業収益
医療事業収益
○○事業収益
○○収益
経常経費寄附金収益
その他の収益

サービス活動収益計(１)
人件費
事業費
事務費
就労支援事業費用
授産事業費用
○○費用
利用者負担軽減額
減価償却費
国庫補助金等特別積立金取崩額 △××× △×××
徴収不能額
徴収不能引当金繰入
その他の費用

サービス活動費用計（２）

借入金利息補助金収益
受取利息配当金収益
有価証券評価益
有価証券売却益
投資有価証券評価益
投資有価証券売却益
その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計(４)
支払利息
有価証券評価損
有価証券売却損
投資有価証券評価損
投資有価証券売却損
その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計(５)

施設整備等補助金収益
施設整備等寄附金収益
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
固定資産受贈額
固定資産売却益
その他の特別収益

特別収益計(８)
基本金組入額
資産評価損
固定資産売却損・処分損
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） △××× △×××
国庫補助金等特別積立金積立額
災害損失
その他の特別損失

特別費用計(９)
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用

　特別増減差額(10)=(８)-(９)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

　サービス活動外増減差額(６)＝(４)-（５）

前期繰越活動増減差額(12）

その他の積立金取崩額(15)
その他の積立金積立額(16)
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額
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用

第2号の1様式

（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

事業活動計算書
勘定科目

費

用

　サービス活動増減差額 (３)＝(１)－（２）

収

益
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Ｃ

（単位：円）

介護保険事業収益
老人福祉事業収益
児童福祉事業収益
保育事業収益
就労支援事業収益
障害福祉サービス等事業収益
生活保護事業収益
医療事業収益
○○事業収益
○○収益
経常経費寄附金収益
その他の収益

サービス活動収益計(１)
人件費
事業費
事務費
就労支援事業費用
授産事業費用
○○費用
利用者負担軽減額
減価償却費
国庫補助金等特別積立金取崩額 △××× △××× △××× △××× △×××
徴収不能額
徴収不能引当金繰入
その他の費用

サービス活動費用計（２）

借入金利息補助金収益
受取利息配当金収益
有価証券評価益
有価証券売却益
投資有価証券評価益
投資有価証券売却益
その他のサービス活動外収益

サービス活動外収益計(４)
支払利息
有価証券評価損
有価証券売却損
投資有価証券評価損
投資有価証券売却損
その他のサービス活動外費用

サービス活動外費用計（５）

施設整備等補助金収益
施設整備等寄附金収益
長期運営資金借入金元金償還寄附金収益
固定資産受贈額
固定資産売却益
事業区分間繰入金収益
事業区分間固定資産移管収益
その他の特別収益

特別収益計(８)
基本金組入額
資産評価損
固定資産売却損・処分損
国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） △××× △××× △××× △××× △×××
国庫補助金等特別積立金積立額
災害損失
事業区分間繰入金費用
事業区分間固定資産移管費用
その他の特別損失

特別費用計（９）

合計社会福祉事業 公益事業 収益事業

費

用

　特別増減差額（10）=(８)－(９)

収

益

第2号の2様式

事業活動内訳表
（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

収

益

法人合計内部取引消去
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　サービス活動増減差額(３)=(１)-(２)

勘定科目

次期繰越活動増減差額
(17)=(13)+(14)+(15)-
(16)
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　サービス活動外増減差額（６）=(４)－(５)
経常増減差額(７)=(３)＋(６)
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当期活動増減差額(11)=(7)+(10)
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前期繰越活動増減差額(12）

基本金取崩額(14)
その他の積立金取崩額(15)
その他の積立金積立額(16)

Ｄ

第3号の2様式

（単位：円）

流動資産
現金預金
有価証券
事業未収金
未収金
未収補助金
未収収益
受取手形
貯蔵品
医薬品
診療・療養費等材料
給食用材料
商品・製品
仕掛品
原材料
立替金
前払金
前払費用
１年以内回収予定長期貸付金
１年以内回収予定事業区分間長期貸付金
短期貸付金
事業区分間貸付金
仮払金
その他の流動資産
徴収不能引当金

固定資産
 基本財産

土地
建物
定期預金
投資有価証券

 その他の固定資産
土地
建物
構築物
機械及び装置
車輌運搬具
器具及び備品
建設仮勘定
有形リース資産　
権利
ソフトウェア
無形リース資産
投資有価証券
長期貸付金
事業区分間長期貸付金
退職給付引当資産
長期預り金積立資産
○○積立資産
差入保証金
長期前払費用
その他の固定資産

資産の部合計
流動負債

短期運営資金借入金
事業未払金
その他の未払金
支払手形
役員等短期借入金
１年以内返済予定設備資金借入金
１年以内返済予定長期運営資金借入金
１年以内返済予定リース債務
１年以内返済予定役員等長期借入金
１年以内返済予定事業区分間長期借入金
1年以内支払予定長期未払金
未払費用
預り金
職員預り金
前受金
前受収益
事業区分間借入金
仮受金
賞与引当金
その他の流動負債

固定負債
設備資金借入金
長期運営資金借入金
リース債務
役員等長期借入金
事業区分間長期借入金
退職給付引当金
長期未払金
長期預り金
その他の固定負債

負債の部合計
基本金
国庫補助金等特別積立金
その他の積立金
　○○積立金

次期繰越活動増減差額

（うち当期活動増減差額）
純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

内部取引消去 法人合計

貸借対照表内訳表
勘定科目 社会福祉事業 公益事業 収益事業 合計

平成　年　月　日現在

Ｊ

（単位：円）
予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

介護保険事業収入

老人福祉事業収入

児童福祉事業収入

保育事業収入

就労支援事業収入

障害福祉サービス等事業収入

生活保護事業収入

医療事業収入

○○事業収入

○○収入

借入金利息補助金収入

経常経費寄附金収入

受取利息配当金収入

その他の収入

流動資産評価益等による資金増加額

事業活動収入計(１)

人件費支出

事業費支出

事務費支出

就労支援事業支出

授産事業支出

○○支出

利用者負担軽減額

支払利息支出

その他の支出

流動資産評価損等による資金減少額

事業活動支出計(２)

施設整備等補助金収入

施設整備等寄附金収入

設備資金借入金収入

固定資産売却収入

その他の施設整備等による収入

施設整備等収入計(４)

設備資金借入金元金償還支出

固定資産取得支出

固定資産除却・廃棄支出

ファイナンス・リース債務の返済支出

その他の施設整備等による支出

施設整備等支出計(５)

長期運営資金借入金元金償還寄附金収入

長期運営資金借入金収入

長期貸付金回収収入

投資有価証券売却収入

積立資産取崩収入

その他の活動による収入

その他の活動収入計(７)

長期運営資金借入金元金償還支出

長期貸付金支出

投資有価証券取得支出

積立資産支出

その他の活動による支出

その他の活動支出計(８)

　×××

△×××

第1号の1様式

資金収支計算書
（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

勘定科目

※財務諸表の第１号の１～３様式、第２号の１～３様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないものとする。財務諸表の第１号の４様式、第２号の４様

式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略できるものとする。また、第３号の１～４様式は、勘定科目の中区分までを記載し、必要のない中区分の勘定科目は省略できるものとする。

※会計基準の別紙３、別紙４については、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略できるものとする。

※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとす

る。

※「水道光熱費（支出）」、「燃料費（支出）」、「賃借料（支出）」、「保険料（支出）」については原則、事業費（支出）のみに計上できる。ただし、措置費、保育所運営費の弾力運用が認められないケースでは、事業費

（支出）、事務費（支出）の双方に計上するものとする。

※財務諸表の様式又は運用指針Ⅰ別添３に規定されている勘定科目においても、該当する取引が制度上認められていない事業種別では当該勘定科目を使用することができないものとする。

―

事

業

活

動

に

よ

る

収

支

収

入

支

出

　事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２)

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収

入

支

出

　施設整備等資金収支差額(６)=(４)－(５)

　×××

　当期資金収支差額合計(11)=(３)+(６)+(９)－(10)

　前期末支払資金残高(12)

　当期末支払資金残高(11)＋(12)

（注）予備費支出△×××円は○○支出に充当使用した額である。

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収

入

支

出

　その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８)
　予備費支出(10)

Ａ

第1号の2様式

（単位：円）

介護保険事業収入
老人福祉事業収入
児童福祉事業収入
保育事業収入
就労支援事業収入
障害福祉サービス等事業収入
生活保護事業収入
医療事業収入
○○事業収入
○○収入
借入金利息補助金収入
経常経費寄附金収入
受取利息配当金収入
その他の収入
流動資産評価益等による資金増加額

事業活動収入計(１)
人件費支出
事業費支出
事務費支出
就労支援事業支出
授産事業支出
○○支出
利用者負担軽減額
支払利息支出
その他の支出
流動資産評価損等による資金減少額

事業活動支出計(２)

施設整備等補助金収入
施設整備等寄附金収入
設備資金借入金収入
固定資産売却収入
その他の施設整備等による収入

施設整備等収入計(４)
設備資金借入金元金償還支出
固定資産取得支出
固定資産除却・廃棄支出
ファイナンス・リース債務の返済支出
その他の施設整備等による支出

施設整備等支出計(５)

長期運営資金借入金元金償還寄附金収入
長期運営資金借入金収入
長期貸付金回収収入
投資有価証券売却収入
積立資産取崩収入
事業区分間長期借入金収入
事業区分間長期貸付金回収収入
事業区分間繰入金収入
その他の活動による収入

その他の活動収入計(７)
長期運営資金借入金元金償還支出
長期貸付金支出
投資有価証券取得支出
積立資産支出
事業区分間長期貸付金支出
事業区分間長期借入金返済支出
事業区分間繰入金支出
その他の活動による支出

その他の活動支出計(８)

資金収支内訳表
（自）平成　年　月　日　（至）平成　年　月　日

勘定科目 社会福祉事業 公益事業 収益事業 合計
内部取引

消去
法人合計

事

業

活

動

に

よ

る

収

支

収

入

支

出

　事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２)
施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収

入

支

出

　施設整備等資金収支差額(６)=(４)－(５）

　当期末支払資金残高(10)＋(11)

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収

入

支

出

　その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８)
　当期資金収支差額合計(10)=(３)+(６)+(９)

　前期末支払資金残高(11)

Ｂ

＝

A

A＝Ｂ

（E－F）－（G－H）

C＝D＝I＝J

B

GE

F

H

I

C
D

J

相関関係のイメージ

4

３．貸借対照表、収支計算書の適正性の検証

４．所轄庁へ提出

○　電子メールにて送信
○　電子記録媒体の郵送
○　書面での提出（郵送）

資
金
収
支
計
算
書
関
係

事
業
活
動
計
算
書
関
係

貸
借
対
照
表
関
係



現況報告書等の公表確認フロー





















現
況
報
告
書
添
付
書
類

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
て
公
開

5

１．現況報告書等のインターネットを活用した公表

（１）現況報告書
○　所轄庁に提出した現況報告書をインターネットで公表する。

○　公表は、エクセル形式でもPDF形式でもいずれの電子ファイルで行ってもよい。

○　エクセル形式で公表する際は、シート保護機能を設定するなど、公表データの改ざん防止策
　を講じる。

○　代表者の年齢や住所の個人情報のほか、母子生活支援施設や婦人保護施設など施設所在
　地を公表することにより、個人又は利用者の安全に支障を来す恐れがある事項については、公
　表に際して空欄とする。

（２）添付書類（貸借対照表、収支計算書）
○　新会計基準適用法人で、かつ、エクセル形式による電子ファイルでの提出が可能な法人
　（前出①、③）については、エクセル形式又はPDF形式による電子ファイル

○　上記以外の法人については、PDF形式による電子ファイル

２．添付書類と公表様式の範囲について（新基準の場合）

資金収支計算書 事業活動計算書 貸借対照表

法人全体 （計算書）
第１号の１様式

（計算書）
第２号の１様式

（計算書）
第３号の１様式

法人全体
（事業区分別）

（内訳表）
第１号の２様式

（内訳表）
第２号の２様式

（内訳表）
第３号の２様式

事業区分
（拠点区分別）

（内訳表）
第１号の３様式

（内訳表）
第２号の３様式

（内訳表）
第３号の３様式

拠点区分
（一つの拠点を表示）

（計算書）
第１号の４様式

（計算書）
第２号の４様式

（計算書）
第３号の４様式



6

新
　
会
計
基
準

旧
　
会
計
基
準
（
対
象
：
社
会
福
祉
事
業
）

指
導
指
針
（
対
象
：
介
護
保
険
事
業
等
）

就
労
支
援
等
事
業
会
計
処
理
取
扱
い

（
対
象
：
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
等
）

資
金
収
支
計
算
書

事
業
活
動
計
算
書

貸
借
対
照
表

資
金
収
支
計
算
書

事
業
活
動

収
支
計
算
書

貸
借
対
照
表

収
支
計
算
書

事
業
活
動
計
算
書

貸
借
対
照
表

資
金
収
支
計
算
書

事
業
活
動

収
支
計
算
書

貸
借
対
照
表

財 務 諸 表

法
人
全
体

第
１
号
の
１
様
式

第
２
号
の
１
様
式

第
３
号
の
１
様
式

第
1
号
様
式

第
３
号
様
式

第
5
号
様
式

定
め
な
し

定
め
な
し

資
金
収
支
計
算
書

事
業
活
動
計
算
書

貸
借
対
照
表

資
金
収
支
計
算
書

事
業
活
動
収
支

計
算
書

貸
借
対
照
表

法
人
全
体

（
事
業
区
分
別
）

第
１
号
の
２
様
式

第
２
号
の
２
様
式

第
３
号
の
２
様
式

定
め
な
し

定
め
な
し

定
め
な
し

資
金
収
支
内
訳
表

事
業
活
動
内
訳
表

貸
借
対
照
表
内
訳
表

事
業
区
分

（
拠
点
区
分
別
）

第
１
号
の
３
様
式

第
２
号
の
３
様
式

第
３
号
の
３
様
式

第
2
号
―
2
様
式

第
4
号
様
式

定
め
な
し

定
め
な
し

別
紙
１
、
４

別
紙
２
、
５

別
紙
３
、
６

事
業
区
分
資
金

収
支
内
訳
表

事
業
区
分

事
業
活
動
内
訳
表

事
業
区
分
貸
借

対
照
表
内
訳
表

資
金
収
支
決
算

内
訳
表

事
業
活
動
収
支

内
訳
表

資
金
収
支
決
算

内
訳
表

事
業
活
動
収
支

内
訳
表

貸
借
対
照
表

内
訳
表

拠
点
区
分

（
一
つ
の
拠
点
を
表
示
）

第
１
号
の
４
様
式

第
２
号
の
４
様
式

第
３
号
の
４
様
式

定
め
な
し

別
紙
1
-1

別
紙
1
-2

別
紙
1
-3

定
め
な
し

拠
点
区
分
資
金

収
支
計
算
書

拠
点
区
分

事
業
活
動
計
算
書

拠
点
区
分
貸
借
対
照
表

収
支
計
算
書

事
業
活
動
計
算

書
貸
借
対
照
表

▶（
参
考
）財
務
諸
表
の
構
成

注
1
：
旧
会
計
基
準
等
に
お
い
て
、「
定
め
な
し
」
の
部
分
に
つ
い
て
新
会
計
基
準
の
各
様
式
に
対
応
す
る
集
計
範
囲
の
財
務
諸
表
を
作
成
し
て
い
る
場
合
は
、
添
付
又
は
公
開
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ら
れ
る
。

注
2
：
注
記
に
つ
い
て
は
注
記
表
と
い
う
書
類
を
作
成
す
る
場
合
と
財
務
諸
表
の
末
尾
に
記
載
す
る
場
合
が
あ
り
、
社
会
福
祉
法
人
会
計
基
準
は
後
者
を
採
用
し
て
お
り
、
資
金
収
支
計
算
書
、
事
業
活
動
計
算
書
及
び
貸
借
対
照
表
に
は
注
記
を
含
み
と
考
え
ら
れ
る
。

注
3
:青
色
部
分
が
公
開
対
象
。


